
政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】
(所管）復興庁 （会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

組　　織 項 事項 比較増△減額

3,793,121 9,242,073 5,448,952
<175,237> の内数 <889,879> の内数 <714,642>

0 5,449,973 5,449,973

復興庁 社会保障等復興政策費 地域医療提供体制の再構築に必要な経費 0 5,449,973 5,449,973

<175,237> の内数 <889,879> の内数 <714,642>
１　感染症の発生・まん延の防止を図ること 復興庁 社会保障等復興事業費 保健衛生施設等施設整備に必要な経費 <175,237> の内数 <889,879> の内数 <714,642>
２　難病等の予防・治療等を充実させること 復興庁 社会保障等復興事業費 保健衛生施設等施設整備に必要な経費 <175,237> の内数 <889,879> の内数 <714,642>

3,791,121 3,790,100 △1,021

復興庁 社会保障等復興政策費 医療保険制度の適切な運営に必要な経費 3,781,393 3,780,372 △1,021

復興庁 社会保障等復興政策費 医療費適正化の推進に必要な経費 9,728 9,728 0

2,000 2,000 0

<175,237> の内数 <889,879> の内数 <714,642>

復興庁 社会保障等復興政策費 保健所の地域保健活動の推進等に必要な経費 2,000 2,000 0
復興庁 社会保障等復興事業費 保健衛生施設等施設整備に必要な経費 <175,237> の内数 <889,879> の内数 <714,642>

522,589 128,088 △394,501

99,589 99,088 △501
復興庁 社会保障等復興政策費 食品等の飲食による危害発生防止に必要な経費 99,589 99,088 △ 501

423,000 29,000 △394,000

復興庁 社会保障等復興事業費 生活衛生金融対策に必要な経費 423,000 29,000 △394,000

664,022 0 △664,022

（３）　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること 664,022 0 △664,022
復興庁 社会保障等復興政策費 高年齢者就業機会確保事業等に必要な経費 664,022 0 △664,022

<346,666> の内数 <252,146> の内数 <△94,520>

<346,666> の内数 <252,146> の内数 <△94,520>

復興庁 社会保障等復興政策費 子ども・子育て支援対策に必要な経費 <2,000> の内数 <0> の内数 <△2,000>
復興庁 社会保障等復興事業費 児童福祉施設等施設整備に必要な経費 <344,666> の内数 <252,146> の内数 <△92,520>
復興庁 社会保障等復興事業費 児童福祉施設等施設整備に必要な経費 <344,666> の内数 <252,146> の内数 <△92,520>
復興庁 社会保障等復興政策費 子ども・子育て支援対策に必要な経費 <2,000> の内数 <0> の内数 <△2,000>

<346,666> の内数 <252,146> の内数 <△94,520>
復興庁 社会保障等復興事業費 児童福祉施設等施設整備に必要な経費 <344,666> の内数 <252,146> の内数 <△92,520>
復興庁 社会保障等復興政策費 子ども・子育て支援対策に必要な経費 <2,000> の内数 <0> の内数 <△2,000>

<346,666> の内数 <252,146> の内数 <△94,520>
復興庁 社会保障等復興事業費 児童福祉施設等施設整備に必要な経費 <344,666> の内数 <252,146> の内数 <△92,520>
復興庁 社会保障等復興政策費 子ども・子育て支援対策に必要な経費 <2,000> の内数 <0> の内数 <△2,000>

<346,666> の内数 <252,146> の内数 <△94,520>
復興庁 社会保障等復興事業費 児童福祉施設等施設整備に必要な経費 <344,666> の内数 <252,146> の内数 <△92,520>
復興庁 社会保障等復興政策費 子ども・子育て支援対策に必要な経費 <2,000> の内数 <0> の内数 <△2,000>

183,909 175,389 △8,520

183,909 175,389 △8,520

復興庁 社会保障等復興政策費 地域社会におけるセーフティネット機能の整備等に必要
な経費

183,909 175,389 △ 8,520

（９）　全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度を構築すること

２　生活習慣病対策等により中長期的な医療費の適正化を図ること

１　生活困窮者等に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域共生社会の実
現に向けた体制づくりを推進し、地域の要援護者の福祉の向上を図ること

（３）　母子保健衛生対策の充実を図ること

（４）　ひとり親家庭の自立を図ること

　８　ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを提供するとともに、
自立した生活の実現や安心の確保等を図ること

（１）　生活困窮者等に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域共生社会の実現
に向けた体制づくりを推進し、地域の要援護者の福祉の向上を図ること

１　ひとり親家庭の自立のための総合的な支援を図ること

（２）　児童虐待や配偶者による暴力等の発生予防から保護・自立支援までの切れ目のな
い支援体制を整備すること

１　児童虐待防止や配偶者による暴力被害者等への更なる支援体制の充実を図ること

１　母子保健衛生対策の充実及び旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対
する一時金の円滑な支給を図ること

（１）　利用者のニーズに対応した多様な保育サービスなどの子ども・子育て支援を提供
し、子どもの健全な育ちを支援する社会を実現すること

２　地域におけるニーズに応じた子育て支援等施策の推進を図ること

１　保育の受け皿を拡大するとともに、それを支える保育人材の確保を図ること

　７　安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを推進すること
１　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

　５　意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働者の職業の安定
を図ること

（５）　生活衛生関係営業の振興等により、衛生水準の向上を図ること

１　生活衛生関係営業の振興等を通じて、公衆衛生の向上・増進及び国民生活の安
定に寄与すること

（１）　食品等の安全性を確保すること

１　食品等の飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止すること

　２　安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること

（１０）　妊産婦・児童から高齢者に至るまでの幅広い年齢層において、地域・職場などの
様々な場所で、国民的な健康づくりを推進すること

（１）　地域において必要な医療を提供できる体制を整備すること

（５）　感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、感染者等に必要な医療等
を確保すること

１　データヘルスの推進による保険者機能の強化等により適正かつ安定的・効率的な
医療保険制度を構築すること

１　地域住民の健康の保持・増進及び地域住民が安心して暮らせる地域保健体制の
確保を図ること

２年度予算額 ３年度予算額

１　日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備すること

政策体系

　１　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること



組　　織 項 事項 比較増△減額２年度予算額 ３年度予算額政策体系

423,648 163,802 △259,846

423,648 163,802 △259,846

復興庁 社会保障等復興政策費 障害者の自立支援等に必要な経費 163,802 163,802 0
復興庁 社会保障等復興政策費 精神保健事業に必要な経費 259,846 0 △259,846

<2,827,879> の内数 <1,308,583> の内数 <△1,519,296>

<2,827,879> の内数 <1,308,583> の内数 <△1,519,296>
復興庁 社会保障等復興政策費 介護保険制度の適切な運営等に必要な経費 <2,417,879> の内数 <1,308,583> の内数 △1,109,296
復興庁 社会保障等復興事業費 介護保険制度の適切な運営等に必要な経費 <410,000> の内数 <0> の内数 △410,000

5,587,289 9,709,352 4,122,063

<3,349,782> の内数 <2,450,608> の内数 <△899,174>

8,937,071 12,159,960 3,222,889

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．東日本大震災復興特別会計については、復興庁所管のうち厚生労働省分のみ掲記している。
４．２年度予算額は、当初予算額である。

所　　　管　　　計

４　介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基
盤の整備を図ること

（１）　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう必要なサービス
が切れ目なく包括的に確保される地域包括ケアシステムを構築すること

１　障害者の地域における生活を総合的に支援するため、障害者の生活の場、働く場
や地域における支援体制を整備すること

　１１　高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心して暮らせる社会づく
りを推進すること

　９　障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社会づくりを推進するこ
と

（１）　必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者の地域におけ
る生活を総合的に支援すること

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。
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